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そこで、国際連帯税の他の形態である金融取引税を概観すると、フランスが 2012 年 8 月に































































された後、2003 年 3 月に MDGs 達成の資金調達の具体化検討のための研究者、NGO 等様々
な肩書をもつ委員からなるランドー委員会が設置された。委員会での検討の後、金融取引税、
炭素税、航空券税等の様々な国際課税の形態が革新的な資金調達の方法として取り上げられ、
2004 年 12 月の『ランドー・レポート』4）に取りまとめられた。 





ンスは、2006 年 7 月 1 日に世界で初めて航空券連帯税を導入した。その後、航空券連帯税は










































































近年では『2010 年度（平成 22 年度）税制改正大綱』で国際連帯税の早急な検討が示され12）、
2010 年 9 月 6 日以降の政府税制調査会での議論を経て 2010 年 11 月 9 日『国際課税に関する
論点整理』がまとめられた。『2011 年度（平成 23 年度）税制改正大綱』では、航空券連帯税
に関して既に導入されている国々を鑑みるとともに、通貨取引税に関しても触れ、論点整理
を踏まえて検討することが示された13）。さらに、『2012 年度（平成 24 年度）税制改正大綱』
では、既に導入されている航空券連帯税及び導入を検討している EU の金融取引税に関して
触れるとともに、経済環境を踏まえて導入を検討することが示されていた14）。 
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景に、前述のとおり、政府税制調査会で航空券連帯税の導入が検討されていた。 
この航空券連帯税導入が検討された時期における我が国の航空業界を取り巻く状況は、全
日本空輸株式会社（ANA）は、表 1 のとおり、2008 年（平成 19 年）3 月期及び 2009 年（平
成 20 年）3 月期と当期純利益として最終利益を計上していたが、2010 年 3 月期（平成 22 年
3 月期）では経常損益、当期純損益とも損失を計上し、2011 年 3 月期（平成 23 年 3 月期）に
経常損益、当期純損益とも利益を回復した17）。日本航空株式会社（JAL）は、2010 年 1 月に
会社更生法を申請し、再起途上にあった。また、世界の航空業界は、国際航空運送協会（IATA）
が 2011 年通年の航空業界全体の最終利益の見通しを 40 億＄（約 3,200 億円）としており、
前年から 78％もの減益を見込んでいるという状況であった18）。 
 
表 1 全日本空輸株式会社（ANA）の業績 
    
（単位：百万円） 
  第 57期 第 58期 第 59期 第 60期 第 61期 
決  算  年  月 平成19年3月 平成20年3月 平成21年3月 平成22年3月 平成23年3月 
売   上   高 1,489,658 1,487,827 1,392,581 1,228,353 1,357,653 
経 常 利 益 又 は 
経 常 損 失 ( △ ) 
62,574 56,523 91 △86,303 37,020 
当 期 純 利 益 又 は 
当 期 純 損 失 ( △ ) 
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2001 年度（平成 13 年度）改正：商法の会社分割法制創設に伴う法人税法改正 
2002 年度（平成 14 年度）改正：連結納税制度の創設 
2007 年度（平成 19 年度）・2008 年度（平成 20 年度）改正：減価償却制度の見直し 
2009 年度（平成 21 年度）改正：外国子会社からの受取配当金の益金不算入制度の創設 
2010 年度（平成 22 年度）改正：グループ法人課税の整備 
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を世界機関に拠出し、貧困や感染症予防のために活用することが現実的である。 
しかしながら、我が国の低迷する経済や航空業界の業績、その他各方面からの反対もあり、
航空券連帯税の導入には至らず、前述のとおり『2013 年度（平成 25 年度）税制改正大綱』
でも国際連帯税に関して触れられてもいなかったのである。 
 
VI. フランス及び EUにおける金融取引税導入の動向 
 
 国際連帯税の一形態として、世界で最も早く航空券連帯税を導入したフランスでは、2012
年 8 月 1 日にこれも世界に先駆けて国際連帯税のもう一つの形態である金融取引税を導入し













EU でも EU 全加盟国 27 か国での国際金融取引に関する新たな課税導入の検討がなされて





 前述のように、開発のための革新的資金調達に関するリーディング・グループや EU にお
いて金融取引税の導入が検討されるも EU 全体での導入は難しい状態であった。このような
状況下、ギリシャに端を発する金融不安がフランスの財政問題を浮き彫りにすることとなっ
た。そして、このような財政問題等を背景に、フランスでは EU に先駆け金融取引税を 2012
年 8 月 1 日から導入したのである。 
 2012 年 2 月 29 日、フランスで金融取引税に関する法案が議会で成立した時は時価総額 10
億ユーロ以上の上場株式等に対して 0.1％の課税としていた。しかし、2012 年 8 月 1 日に導
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入した時には時価総額 10 億ユーロ以上の上場株式等に対して 0.2％の課税としたのである。
さらに、本金融取引税では、高頻度取引やネイキッド国債クレジット・デフォルト・スワッ
プ取引に対しても課税することとしたのである。 










 EU では、2011 年 9 月 28 日に金融取引税に関する法案を提出した。EU 全体での金融取引
税の導入には EU 全加盟国 27 か国の賛成が必要であった。しかし、この時一部加盟国から導
入に対する反対があり、EU 全体での導入は断念せざるを得なかった。 





か国が金融取引税の導入への参加を表明した。その後、2012 年 12 月 12 日に欧州議会の同意
決議、2013 年 1 月 22 日に EU 理事会の承認を得て、2013 年 2 月 14 日に本参加国による金融
取引税案の公表がなされ、2014 年 1 月 1 日からの導入を予定している。 





税の収入を 350 億ユーロと予想している。そして、その収入は、多くを EU における財政再
建等に活用するが、一部は途上国の開発援助等へ活用することを予定している。 
 しかしながら、「強化された協力」に基づく参加国 11 か国での金融取引税の先行導入に関
しては、導入を反対するイギリスが 2013 年 4 月 22 日欧州裁判所に、今回の 11 か国先行導入
は EU からの資金逃避を招くものである等を理由に提訴しており、2014 年 1 月 1 日の導入に
は暗雲が立ち込めている。 
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VII. 我が国における金融取引税導入の是非 
 
 我が国の ODA 予算の推移を示したものが図 2 である。我が国の ODA 予算は、1997 年に






図 2 我が国の ODA予算の推移 
億円 
年 
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 また、我が国の財政状態は非常に厳しく、2012 年度末公債残高は 709 兆円であり、2012
























た場合、3.7 兆円を超える収入が見込める。そして、金融取引税の収入の 2 割を国際的格差是







































2012 年 8 月 1 日に世界に先駆けて国際連帯税である金融取引税を導入した。そして、フラン
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